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［別添１］ 

行政コスト計算書について 

 

１  行政コスト計算書の体系 

 

 行政コスト計算書とは、説明責任、透明性の観点から、首都高速道路公団の特性を捨象し、

首都高速道路公団が民間企業として活動を行っていると仮定した場合の財務書類です。まず、

企業会計原則に準拠した会計処理による民間企業仮定貸借対照表、民間企業仮定損益計算書

等を作成し、民間企業仮定損益計算書に計上された費用から自己収入等を控除し、これに政

府出資金等に係る機会費用を加算して、行政コストを算出しています。 

 

 

      ［行政コスト計算書の体系］ 

 行政コスト計算財務書類 

  行政コスト計算書 

  （添付）・民間企業仮定貸借対照表 

      ・民間企業仮定損益計算書 

      ・キャッシュ・フロー計算書 

      ・民間企業仮定利益処分計算書 

      ・附属明細書 

 

 

２ 民間企業仮定財務諸表について 

 

 首都高速道路株式会社は、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構及び首都高速道

路株式会社の開始貸借対照表作成に資するため、首都高速道路公団の民間企業仮定財務諸表

を作成しました。 

 作成にあたっては、「道路資産評価・会計基準検討会」が平成１７年３月に最終的にとり

まとめた検討報告や、「資産評価委員会」の評価要領を踏まえ、その評価要領に基づいて作

成しています。 

 貸借対照表の評価額は、原則として、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構及び

首都高速道路株式会社の開始貸借対照表にそのまま計上されます。 
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平成１７年度民間企業仮定財務諸表について 

 

 

 民間企業仮定財務諸表と首都高速道路公団の法定財務諸表との最大の相違点は、民間企業仮

定財務諸表では、道路資産について減価償却及び除却を実施し、償還準備金を計上せず、当期

利益や剰余金などを計上していることです。 

 

 

【法定財務諸表と民間企業仮定財務諸表の相違点について】 

 

 

法定財務諸表 

＜特殊法人の会計処理基準や 

内規に基づく処理＞ 

民間企業仮定財務諸表 

＜企業会計原則に基づく処理＞ 

貸倒引当金の計上 計上していない。 回収不能見込額を計上。 

道路資産の評価 取得原価による。 「道路資産評価・会計基準検討会」で決定さ

れた評価要領に基づき、デフレーター調整、

標準的単金方式、鑑定評価などにより１７年

９月末の時価とした。 

道路資産の原価算入

の範囲 

補償費、建設中利息等を原価算

入している。 

「道路資産評価・会計基準検討会」で決定さ

れた評価要領に基づき、補償費、償却資産に

係る建設中利息は原価算入し、非償却資産に

係る建設中利息は費用化。 

道路資産の減価償却 減価償却していない。 個々の資産ごとに耐用年数を適用して減価

償却（２～７５年）。 

債券発行差金等の処

理 

発行割引料と発行費を償還期間

（５、１０年）で償却。 

発行割引料と発行費を区分し、発行割引料は

償還期間で、発行費は３年間で償却。 

調査費の処理 繰延資産として計上。 費用化。 

１年以内に償還予定

の長期債務 

固定負債の部に計上。 流動負債の部に計上。 

退職給付引当金の計

上 

役職員が自己都合で退職した場

合の要支給額を全額計上。 

「道路資産評価・会計基準検討会」で決定さ

れた評価要領に基づき、退職給付に係る会計

基準に基づき計上。 

収益と費用の差の処

理 

道路部門は償還準備金繰入とし

て整理。 

当期利益として整理。 

消費税の会計処理 税込方式による。 税抜方式による。 
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【主な変更点及び留意点について】 

 

 平成１７年度民間企業仮定財務諸表は、「道路資産評価・会計基準検討会」の検討報告や、

「資産評価委員会」の評価要領を踏まえ、開始貸借対照表の作成に資するために作成したもの

です。 

 

 主な変更点及び留意点は次のとおりです。 

 

① 償却資産の時価評価に適用するデフレーターは、基準年度を１７年度（１７年９月末）

としました（前年度は１６年度）。 

 

  適用したデフレーターは以下のとおりです。 

 

    工事費等…国土交通省所管土木工事費デフレーター（首都公団） 

    補償費…国土交通省所管土木補償費デフレーター（首都公団） 

    関連街路分担金…国土交通省所管土木事業費デフレーター（街路Ⅰ） 

    労務費…人事院勧告の給与改定率 

 

なお、平成１５年度以前に供用した道路付属物等の償却資産の一部については、標準的単

金方式により評価しました。 

 

② 非償却資産、建物は、鑑定評価又は鑑定評価に準じた方法により、時価評価しました（前

年度と同様）。 

 

③ 退職給付引当金の計上にあたり、未認識数理計算上の差異はすべて認識しました（前年度

と同様）。 

 

④ 会社承継の償却資産で、平成１７年９月末の減価償却後の資産額が２０万円未満のものは、

ゼロ評価としました（前年度は当該額で計上）。 

 

⑤ 平成１７年７月から利用停止となっている回数券の払戻費用に充てるため、回数券払戻

引当金を新たに計上しました（前年度は未計上）。 
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【民間企業仮定財務諸表の概要】 

 

① 民間企業仮定貸借対照表 

 

 民間企業仮定貸借対照表では、法定貸借対照表には計上しない道路の減価償却と除却等の

影響により、資産が減額されます。 

 道路資産のうち償却資産は、改築事業のしゅん功があったものの、減価償却費を半年分計

上したこと等により、対前年度 47 億円減の 36,332 億円となりました。一方、非償却資産は、

鑑定評価に準じた方法又は鑑定評価に時価評価したこと等により、対前年度 97 億円増の

11,319 億円となりました。 

 資本計は、出資金の受入れ等により、対前年度 195 億円増の 10,787 億円となりました。 

 

                                 （単位：億円） 

 １７年度 １６年度（参考） 備   考 

資産の部  

 流動資産 ９４４ ９７４  

 固定資産  

  道路（償却資産） ３６，３３２ ３６，３７９ 減価償却等による減 

  道路（非償却資産） １１，３１９ １１，２２２ 鑑定評価等による増 

  道路建設仮勘定 １３，６６９ １３，３３６  

  その他 ２１４ ３５５ 土地の処分による減 

   固定資産計 ６１，５３４ ６１，２９１  

 繰延資産 ６５ ６８ 償却による減 

    資産計 ６２，５４３ ６２，３３３  

負債の部  

 流動負債 ４，８３８ ５，１５７  

 固定負債 ４６，９１７ ４６，５８４  

    負債計 ５１，７５６ ５１，７４０  

資本の部  

 資本金 ７，７７８ ７，５９１ 出資金受入れによる増 

 剰余金 ３，００９ ３，００１ 当期利益、評価差額による増

    資本計 １０，７８７ １０，５９２  

 （注）１．法定貸借対照表とは、道路資産の減価償却、除却、消費税の控除、資産再評価等の 

      影響により、基本的に計数が一致しません。 

    ２．単位未満四捨五入のため、計において合わないことがあります（次頁以降も同じ）。 
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② 民間企業仮定損益計算書 

 

 民間企業仮定損益計算書では、法定損益計算書には計上しない道路減価償却費と道路除却

損を計上しています。 

 営業利益に営業外損益を加えた経常利益は、平成１７年度は、前年度 121 億円（会計期間：

１年間）の約半分の 64 億円となりました（会計期間：半年間）。 

 しかし、民営化を控えて、土地の除却、売却を積極的に行った結果、特別損益を加味した

当期純利益は 19 億円となっています。 

 

                                 （単位：億円） 

 １７年度 １６年度（参考） 備   考 

営業損益の部  

 高速道路事業  

  収益 １，１８７ ２，５０５ 半期決算による減 

  費用 ７９１ １，６３５ 半期決算による減 

   高速道路営業利益 ３９６ ８７１  

 関連事業  

  収益 ７ １６ 半期決算による減 

  費用 ５ １２ 半期決算による減 

   関連営業利益 ２ ４  

    全営業利益 ３９７ ８７４  

営業外損益の部  

 収益 ２ ２ 半期決算による減 

 費用 ３３５ ７５５ 半期決算による減 

   営業外損益 △３３３ △７５４  

    経常利益 ６４ １２１  

特別損益の部  

 特別利益 ２５ ４ 資産計上の修正等による増 

 特別損失 ７１ ０ 資産除売却による増 

当期純利益 １９ １２４  

 （注）法定損益計算書とは、消費税の控除などの影響により、基本的に計数が一致しません。 

    １７年度の計数は半期決算によるものです。 
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③ キャッシュ・フロー計算書 

 

                           （単位：億円） 

 営業活動によるキャッシュ・フロー  

  当期純利益 １９ 

  道路減価償却費・除却損 ６３８ 

  引当金の増減額 △２０ 

  債券・借入金利息等 ２１５ 

   小 計 ８５１ 

  債券・借入金利息の支払額等 △４０２ 

    計 
４５０ 

（１，２０３） 

 投資活動によるキャッシュ・フロー  

 高速道路事業資産の取得による支出 △９９８ 
  その他資産の取得・売却等 ６３ 

    計 
△９３５ 

（△１，７１０） 

 財務活動によるキャッシュ・フロー  

  債券発行・借入による収入 １，４９３ 

  債券償還・借入金返済による支出 △１，２１７ 

  出資金受入による収入 １８８ 

  その他 △４ 

    計 
４６０ 

（１，０７７） 

 現金等の増加額 △２６ 

 現金等の期首残高 ８１１ 

 現金等の期末残高 ７８５ 

      （注）合計欄の（ ）は１６年度の数値です。１７年度の計数は半期 

         決算によるものです。 

 

 

 民間企業仮定財務諸表では、法定財務諸表では作成しないキャッシュ・フロー計算書を作

成しています。 

 平成１７年度は、営業活動により 450 億円を生み出し、投資活動として 935 億円を支出し、

財務活動として新規建設及び借換分 460 億円を新たに調達しているという状況です。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、対前年度比 753 億円減の 450 億円となりました。
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３ 行政コストの算出 

 民間企業仮定損益計算書に計上された費用から自己収入等を控除し、これに政府出資金等

に係る機会費用を加算して、行政コストを算出しています。 

 

 図１ 行政コスト計算書 

 （単位：億円、（ ）は１６年度の数値） 

      1,292（2,577）            1,220（2,527） 

費 用 

1,202 

（2,402） 

  

 

自己収入 

（料金収入等） 

1,220 

（2,527） 

 

機会費用 90（175）※ 
  

（注）単位未満四捨五入のため、計において合わないことがあります（次頁以降も同じ）。 

 

 上記のとおり、民間企業仮定損益計算書に計上された費用は自己収入を下回っていますが、

当該費用に機会費用を加えた額は自己収入を上回っており、平成１７年度の首都高速道路公

団の行政コストは 72 億円となっています。 

 平成１７年度の行政コストは前年度より増加していますが、これは、平成１７年度には固

定資産除却損等の特別損益が大きかったことによるものであり、仮に、自己収入、費用から

特別損益を控除すると、平成１７年度（半年間）の行政コストは、下記のように、概ね前年

度（１年間）の半分と試算されます。 

                費  用    自己収入   機会費用   行政コスト 

     （参考試算値） 1,131 億円 － 1,195 億円 ＋ 90 億円 ＝  26 億円 

 

※機会費用（90 億円）の内訳は以下のとおりです。 

 

① 政府出資金等に係る機会費用                        57 億円 
資本金（政府及び地方公共団体出資金）の平成１７年９月末残高 7,778 億円に平成１７

年９月末における１０年国債の利回り 1.475%を乗じて得た額の２分の１を利息相当額とし

て計上した。 

② 通常の資金調達よりも有利な条件による資金調達に係る機会費用       33 億円 
無利子資金（社会資本整備事業借入金）の平成１７年度平均残高 4,922 億円に、平成１

７年度新規発行債券等に係る有利子平均コスト 1.336%を乗じて得た額の２分の１を利息相

当額として計上した。 

③ 公務員からの出向職員に係る退職給付引当金の当期増加額          0.2 億円 

行政コスト 

72（50） 
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４ 子会社・関連会社の取扱い 

 

 行政コスト計算書では、子会社等と連結を行うこととされていますが、首都高速道路公団

の平成１７年度の会計期間（半年間）に合わせて、子会社等に半期決算を行わせることは困

難であることから、連結ベースでの行政コスト計算書は作成せず、直前の連結行政コスト計

算書で連結した子会社等の貸借対照表を基にした持分法による評価額を注記することとしま

した。 

 そのため、判定は平成１７年３月末時点のままとなっています。 

 なお、首都高速道路公団が議決権を所有している会社はないので、持分法による評価額は

ゼロとなっています。 

 

 これらの会社の平成１７年９月末の役員の状況は以下のとおりでした。 

 

区分 会社名 業務概要 
公団出身者

が社長 
取締役数 うち 

公団出身者

横浜アールエス㈱ 料金収受業務  ５  ２ 

ケイエス㈱ 料金収受業務  ３  １ 子会社 

計  ０ ８  ３ 

㈱エフイージー 料金収受業務 ○ ５  ２ 

ケイウエル㈱ （注２）  ４  ２ 

㈱とうさい 料金収受業務 ○ ４  ２ 

㈱トーワン 料金収受業務 ○ ４  ２ 

ユニ㈱ 料金収受業務  ３  １ 

とうしん㈱ 交通管理業務 ○ ４  １ 

関連会社 

計  ４ ２４  １０ 

子会社・関連会社合計  
４ 

（４）

３２  

（３４） 

１３ 

（１６）

 

注１）判定時点は、平成１６年度連結行政コスト計算書と同じ平成１７年３月３１日である。 

注２）ケイウエル㈱は、平成１７年度においては、首都高速道路公団との取引はない。 

注３）子会社・関連会社合計欄の（ ）は、１７年６月末の数字である。 

注４）仮に平成１７年９月末で子会社等の判定をすれば、子会社１社、関連会社６社となる

見込みである（ケイエス㈱が株主の変更により子会社→関連会社に変更、ケイウエル㈱

が取引廃止に伴い関連会社→非該当に変更の見込み。）。 

 

 

５ 関連公益法人等の取扱い 

 

 関連公益法人等についても、例年と同様に、関係情報をディスクローズしています。 




